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　　　計画の区分：研究科の設置

　　職名・氏名　　課長　難
ナン

　波
バ

　輝
キ

　吉
ヨシ

　作成担当者

平成２３年５月１日現在　　

　　担当部局（課）名  経営本部総合政策部

認可

大学番号：０００

認可

大学番号：私373

　　　ｅ－mail　　 nanba@ccmails.meijo-u.ac.jp

　　　　　・短期大学の学科の設置の場合：「○○短期大学　△△学科」

　　　　　認可時から対象学部等の名称変更があった場合には，表題には認可時の旧名称を記載し，その下欄に

　　　　　（　　）書きにて，現在の名称を記載してください。

　　　　　・大学新設の場合：「○○大学」

　　　　「意見伺い」の場合は，表題を修正してください。

　　　３　大学番号の欄については、平成２３年３月11日付事務連絡「大学等の設置に係る設置計画履行状況報告書等

の提出について（依頼）」の別紙に記載のある大学番号を記載してください。

　　　　「留意事項実施状況報告書」の場合は，表題を修正してください。

（注）１　「計画の区分」は認可時の基本計画書の「計画の区分」と同様に記載してください。

　　　　　・大学院の研究科の設置の場合：「○○大学大学院　○○研究科」

　　　　　・通信教育課程の開設の場合：「○○大学　△△学部　□□学科（通信教育課程）」

　　　　　例）　○○大学　△△学部

　　　　　　　　　　　　（□□学部）

　　　Ｆ Ａ Ｘ　　０５２－８３２－２３１７

　　　電話番号　　０５２－８３８－２００４

職名 氏名 課長 難 波 輝 吉

　　　２　大学院の場合は、表題を「○○大学大学院　・・・」と記入してください。

　　　　　・学部の学科の設置の場合：「○○大学　△△学部　□□学科」

　　　　　表題は「計画の区分」に従い、記入してください。

　　　　　例）

　　　　　・学部の設置の場合：「○○大学　△△学部」

　　　（夜間）　　０５２－８３８－２００４

　　　　　の提出について（依頼）」の別紙に記載のある大学番号を記載してください。
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届　　出　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ オオハシマサアキ ）

大　橋　正　昭

（平成１７年１２月）

（ シモヤマヒロシ ） （ ナカネトシハル ）

下　山　　　宏  中 根 敏 晴

（平成１９年４月） （平成２３年４月）

（ イトウコウジ ）

伊　藤　康　児

（平成２３年４月）

（注）・「変更状況」は，変更があった場合に記入し，併せて「備考」に変更の理由と変更年月日，報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　　　　平成２３年度に報告する内容　→（23）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば，「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　された記載があれば，そこに赤字で見え消し修正）するとともに，上記と同様に，「備考」に変更理由等を

　　　・大学院の場合には，「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

　　　（例）平成２０年度に報告済の内容　→（20）

　　　　記入してください。

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合，本部の位置を（　）書きで記入してください。

（２） 大　学　名

　　　〒４６８－８５０２

（３） 大学の位置

　　　　名　　城　　大　　学　　大　　学　　院

　　　　愛知県名古屋市天白区塩釜口一丁目５０１番地

研 究 科 長

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　学　校　法　人　　　名　　城　　大　　学

任期満了に伴う交代。
平成２３年４月１日
(23)

学　　長

職　　名

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には，複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　　ください。

理 事 長

（４） 管理運営組織

1 



　 年 人 人

　

報告年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人

(　2　) (　-　)

[ 　-　 ] [ 　-　 ]

　（５）－①　調査対象研究科等の名称，定員

Ａ　 入学定員

16

志願者数

（５）　調査対象研究科等の名称，定員，入学者の状況等

（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等，定員を定めている組織ごとに記入してください。

　　　・　様式は，平成２１年度開設の博士後期課程の場合（平成２３年度までの３年間）ですが，開設年度・

　　　　修業年限に合わせて作成してください。（修業年限が２年以下の場合には欄を削除し，４年以上の場合

　　　　には，欄を設けてください。）

平成２２年度

人間学部人間学科

収容定員

平成２３年度

　　　・定員を変更した場合は，「備考」に変更前の人数，変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

　（５）－②　調査対象研究科等の入学者の状況

基礎となる学部等

平成２１年度

備　　　　　考

備　　　　　考

　人間学研究科

　人間学専攻（修士課程）

　　修士（人間学）　

8

(　 - 　)

[ 　 -　　 ]

（注）・「備考」に基礎となる学部等の名称を記入してください。

調査対象研究科等
の名称（学位） 修業年限

設 置 時 の 計 画

2

平均入学定員
超 過 率

入学定員

8

(　2　) (　-　)

[ 　-　 ] [ 　-　 ]

(　2　) (　-　)

[ 　-　 ] [ 　-　 ]

(　2　) (　-　)

[ 　-　 ] [ 　-　 ]

入学定員超過率

Ｂ／Ａ

　　　　ください。

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　　記載してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には，開設年度から提出年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　なお，計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。

　　　・　「平成２３年度」には，平成２３年５月１日現在の状況を記入してください。

　　　・　「平成２０～２２年度」には，確定した数値を記入してください。

　　　・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

Ｂ　 入学者数

合格者数

　　　・　「社会人」については，認可申請書において貴学が定める社会人の定義に従って記入してください。

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については，各年度の春季入学とその他を合計した入学定員，入学者数で算出して

　　　　ください。なお，計算の際は小数点以下第３位を切り捨て，小数点第２位まで記入してください。

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

（注）・ （　 ）内には，社会人の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入てください。

0.25

受験者数

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

0.25倍

2 



報告年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

[ 　-　 ] [ 　-　 ]

2 　　-　 

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　「計」については，各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数，留学整数を記入してください。

　　　・　「平成２３年度」には，平成２３年５月１日現在の状況を記入してください。

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

2

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

計

　

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　（５）－③　調査対象研究科等の在学者の状況

平成２３年度
備　　　　　考

２年次

平成２１年度 平成２２年度

１年次

（注）・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　　　・　「平成２０～２２年度」には，確定した数値を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

　　　　記載してください。

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

3 



[　-　] [　-　]

うち平成２０年度入学者 -人 うち平成２０年度 -人

[　-　] [　-　]

うち平成２０年度入学者 -人 うち平成２０年度 -人

うち平成２１年度入学者 -人 うち平成２１年度 -人

[　-　] [　-　]

うち平成２０年度入学者 -人 うち平成２０年度 -人

うち平成２１年度入学者 -人 うち平成２１年度 -人

うち平成２２年度入学者 -人 うち平成２２年度 -人

　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を記載
　　してください。

（主な退学理由）

計 （累積）計

（主な退学理由）

ー%

（主な退学理由）

ー%

　　　　まで）の状況を記載してください。また，数字については確定した数値を記入してください。

　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況（該当なし）

平成２０年度

（平成20年4月1日～
平成21年3月31日）

退学者数（ａ） 在学者数（ｂ）
入学者に対する
退学者数の割合

（a/ｂ）

ー%

　　　　　　区　分

 対象年度

計 （累積）計

　 ・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる
　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

平成２１年度

（平成21年4月1日～
平成22年3月31日）

平成２２年度

（平成22年4月1日～
平成23年3月31日）

計 （累積）計

　　　・　　[　　]内には，留学生の状況について内数で記入してください。

（注）・　各年度の退学者数・在学者数については，該当年度間（例えば，平成22年度であれば，平成22年4月1日から平成23年3月末

　　　　前年度までの確定した在学者数】で除した割合（％）を記入してください。その際，小数点以下第２位を四捨五入し，小数点以下

　　　・　「主な退学理由」は，下の項目を参考に，その人数も含めて記入してください。

　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　　　　　　・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　・　「入学者数に対する退学者数の割合」は，【当該対象年度における退学者数】を，【当該対象年度の入学者数＋当該対象年度の

　　　　第１位までを記入してください。なお，参考までに例示を添付しますので，そちらをご参照ください。
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オムニバス

　 　 　 　

　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 兼１

履修希望者がいなかったため未開
講。(23)

兼１

兼１
履修希望者がいなかったため未開
講。(23)

兼１
履修希望者がいなかったため未開
講。(23)

オムニバス
履修希望者がいなかったため未開
講。(23)

2 1

2 　

2

配 当
年 次

単位数 専任教員等の配置

教　授 准教授選　択 自　由

　

　

　

助　手講　師 助　教

　 1

2

必　修

　

専
　
門
　
科
　
目

　

　

　

　

　

　

言語コミュニケーション特論

　

都市文化環境学特論

歴史社会論特論

1

　

1

　

11

1

1

　　

1

1

　

　

　

2

2

2

2

2

2

１後

１・２後

１・２後

１・２前

１前

2

2

2

2

１・２後

2

１前

未開講
 １・２前

未開講
 １・２後

１前

１前

　

１前

１・２後

未開講
 １・２前

　

1

未開講
 １・２後

（１） 授業科目表

２　授業科目の概要

＜人間学研究科　人間学専攻（修士課程）＞

公共性と現代社会特論

科目区
分

社会心理学特論

社会コミュニケーション特論

ジェンダー社会学特論

人間社会システム特論

臨床教育心理学特論

教育人間行動学特論

人間形成基軸論特論

家族関係社会学特論

　 3

　

　

　

　

共
通
科
目

人間学特別演習

コミュニケーション特別演習

備　　　　考

教育基盤開発学特論

　 　

授業科目の名称

2

兼１ オムニバス
履修希望者がいなかったため未開
講。(23)

兼１
履修希望者がいなかったため未開
講。(23)

集中
履修希望者がいなかったため未開
講。(23)

集中
履修希望者がいなかったため未開
講。(23)

１・２後 1

教育社会調査

発達心理学演習

関
連
科
目

1 1

英米文学特論

言語学特論

多文化共生特論

2

1

1

2

2

2

2

2

2

１前

未開講
 １・２後

未開講
 １・２前

1

2

１・２後

未開講
 １・２後学外語学研修

（注）・  認可申請書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。

未開講
 １・２前

1

　　　・  設置認可時の授業科目全て（兼任，兼担教員が担当する科目を含む。）を黒字で記載してください。その上

英語学特論

人間学特別研究 １・２通 8 9 3

　　　　

研
究
指
導
科
目

　　　　で，前年度報告時（平成２２年度に認可された大学等は設置認可時）より変更されているものは赤字見え消し

　　　　修正し，「備考」に赤字で理由・変更年月等を記入してください。

　　　　　なお，昨年度の報告書において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・  授業科目を追加又は内容を変更する場合で，専任教員が担当するため教員審査が必要なものについては，

　　　　「専任教員採用等設置計画変更書」の審査年月等を「備考」に記入してください。（今後審査を受ける場合

　　　　には，「平成○年○月　提出予定」と記入してください。）

　　　・  「配当年次」について，設置認可申請時に開講時期を記載する必要がなかった学部等（平成１９年度認可

　　　　以前）についても，設置認可時の状況を黒字で記載してください。また，前年度報告時より修正があれば，

　　　　赤字で見え消し修正をしてください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても，「（１）授業科目表」にはその状況を

　　　　反映させてください。（ただし、「（３）未開講科目」欄には記載する必要はありません）。
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自　由 計

変　　更　　状　　況

必　修 選　択

科目

[　　　]

認　可　時　の　計　画

科目

3

科目

23

科目科目

必　修 選　択 自　由 計

科目

（２） 授業科目数

[　　　]

科目

[　　　]

20 0

科目

[　　　]

　　　　別課程としている授業科目については算入する必要はありません。）とともに，［　］内に，設置認可時の

　　　　計画からの増減を記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

（注）・　未開講である場合や，配当年次に関わらず，教育課程上の授業科目数を記入する（資格に関する課程など，

備　　　　　考

該当なし。
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番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択 未開講の理由，代替措置の有無

１ 該当なし。

２

３

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択 廃止の理由，代替措置の有無

１ 該当なし。

２

３

（注）・　設置認可時の計画にあった授業科目が配当年次に達しているにも関わらず，何らかの理由で未開講となって

　　　　いる授業科目について記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

（３） 未開講科目

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については，記入しないでください。（ただし，未開講

　　　　科目があった場合は，（１）「授業科目表」にその状況を反映させてください。）

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

（注）・　設置認可時の計画にあった授業科目を何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について

＝

　　　　記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

0.00
未開講科目と廃止科目の計

（４） 廃止科目

　　　　知方法」を記入してください。

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周

認可時の計画の授業科目数の計

（注）・小数点以下第３位を切り捨て，小数点第２位までを記入してください。

　　　　

（６） 「認可時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

該当なし。
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備考

校舎建設等による総面
積の減少。（23）

大学全体

教員研究室への改修のため演習室
減少。（23）

教育環境充実のため補助職員増
加。（23）

区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計(１) 区　　 分

校 舎 敷 地 0.00㎡ 0.00㎡ 205,470.26㎡205,470.26㎡

536,778.29㎡

9,961
（9,961）

41
（34）
（35）

174,372.29㎡

図　　書

３　施設・設備の整備状況，経費

536,778.29㎡ 0.00㎡ 0.00㎡

運動場用地

小　　　計 379,842.55㎡

174,372.29㎡

135室

0.00㎡

〔うち外国書〕 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

学術雑誌

0.00㎡

26室 5室

　　　14
（補助職員 3人）

156,935.74㎡

語学学習施設

141室
106

107室

実験実習室講　義　室 演　習　室

0.00㎡

0.00㎡そ　の　他

合　　　計

　　　 197,259,41㎡
　　　  197,313.51㎡

0.00㎡

156,935.74㎡

0.00㎡

借用地
【校舎敷地】
貸主：蒲郡市
借用期間
平成 16 年6 月1 日から
25 年10 か月間
200.00[㎡]
天白校地から第一・第二
グラウンドまで徒歩10分
（距離0.8㎞）

天白校地から可児校地ま
で徒歩18分・電車70分
（距離42km)

天白校地から鷹来校地ま
でバス利用40分（距離
18km）

天白校地から日進校地ま
でバス利用20分（距離10
㎞）

校
　
　
地
　
　
等

(２) 校　　　　　舎

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

0.00㎡ 379,842.55㎡

0.00㎡

申請研究科全体

人間学研究科 13 室

　　　 197,259,41㎡
　　　  197,313.51㎡

　　　(178,214,64㎡)
　　　( 178,268.74㎡）

（　　　　0.00㎡） （　　　　0.00㎡）
　　　(178,214,64㎡)
　　　( 178,268.74㎡）

情報処理学習施設

標　　本

図
書
・
設
備

冊 種 〔うち外国書〕

（補助職員　0人）

(４) 専任教員研究室
新設学部等の名称 室　　　　　　数

(３) 教　　室　　等

942〔942〕
（942 〔942〕）
（940〔940〕）

9,961
（9,961）

41
（34）
（35）

　

新設学部等
の名称

視聴覚資料 機械・器具
(５)

点

人間学研究科
514,191〔128,700〕

(514,010〔128，649〕）
（ 513，991〔 128，500〕）

点 点

計
514,191〔128,700〕

(514,010〔128，649〕）
（ 513，991〔 128，500〕）

1,327〔282〕
（1,325〔280〕）

942〔942〕
（942 〔942〕）
（940〔940〕）

1,327〔282〕
（1,325〔280〕）

0
（0）

(６) 図　　書　　館
面　　　　　積 閲 覧 座 席 数 収 納 可 能 冊 数

大学全体
利便性向上による面積

の増加。（23）

13,513.73㎡ 1,528席 1,080,000 冊

(７) 体　　育　　館

面　　　　　積 体育館以外のスポーツ施設の概要

8，042.41㎡
 8，023.02㎡

テニスコート プール

0
（0）

大学全体での共用分
図書

[662,202]
[ 700,571]
学術雑誌
[327,302]
[307,490]

電子ジャーナル
[30,128]
視聴覚資料
[26,178]
［19,922］
機械・器具
［2,551］

大学全体での共用分のうち図書・
学術雑誌・電子ジャーナルは棚卸

結果による変更。（23）
図書及び学術雑誌のうちの電子
ジャーナルについては教育・研究
環境充実のため蔵書等を増加。
機械・器具については老朽化によ

る減少。(23)
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経費
の見
積り

区　　　　分 開設年度 完成年度 区　　分 開設前年度 開設年度 完成年度

申請研究科全体

(８) 教員１人当り研究費等 480千円 480千円 図書購入費 0千円 3,000千円 3,000千円

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

共 同 研 究 費 等 2,120千円 2,120千円 設備購入費 0千円 1,200千円 1,200千円

学生１人当
り

納付金

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

790千円 660千円 ―　千円 ―　千円 ―　千円 ―　千円

学生納付金以外の維持方法の概要 私立大学等経常費補助金、資産運用収入、雑収入等

　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は，その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

　　　・　「(５)図書・設備」については，上段に完成年度の予定数値を，下段には平成２３年５月１日現在の数値を記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては，変更部分を赤字で見え消し修正するとともに，その

（注）・　設置認可時の計画を，認可申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれて

　　　　いる場合，複数の様式に分ける必要はありません。なお，「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を，その他の

　　　　理由及び報告年度「（23）」を「備考」に赤字で記入してください。

　　　　　なお，昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少，建築計画の遅延）がある場合には，「建築等設置計画変更書」

　　　　を併せて提出してください。
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大 学 の 名 称 備　　考

既設学部等の名称
修業
年限

入　学
定　員

編入学
定　員

収　容
定　員

学位又
は称号

定　員
超過率

開　設
年　度

所　在　地

年 人 年次 人 倍

人

大学院法学研究科 〔基礎学部〕

法律学専攻 法学部

修士課程 2 15 - 30
修士
(法学)

0.60
昭和42
年度

法学科
応用実務法学科

博士後期課程 3 8 - 24
博士
(法学)

0.24
昭和44
年度

大学院経営学研究科 〔基礎学部〕

経営学専攻 経営学部

修士課程 2 30 - 60
修士(経
営学）

0.95
平成13
年度

経営学科
国際経営学科

博士後期課程 3 3 - 9
博士(経
営学)

0.77
平成15
年度

大学院経済学研究科 〔基礎学部〕

経済学専攻 経済学部

修士課程 2 10 - 20
修士(経
済学)

0.70
平成12
年度

経済学科
産業社会学科

博士後期課程 3 3 - 9
博士(経
済学)

0.44
平成14
年度

大学院理工学研究科 〔基礎学部〕

数学専攻 理工学部

博士前期課程 2 8 - 16
修士
(理学)

0.75
平成14
年度

博士後期課程 3 2 - 6
博士
(理学)

0.33
平成7年
度

情報工学専攻

修士課程 2 30 - 60
修士
(工学)

1.38
平成14
年度

電気電子工学専攻

博士前期課程 2 20 - 40
修士
(工学)

1.47
平成14
年度

材料機能工学専攻

修士課程 2 30 - 60
修士
(工学)

1.56
平成14
年度

機械システム工学専攻

修士課程 2 20 - 40
修士
(工学)

2.67
平成14
年度

４　既設大学等の状況

　名　城　大　学　大　学　院

愛知県名古屋市
天白区塩釜口一
丁目５０１番地

数学科
情報工学科
電気電子工学科
材料機能工学科
機械システム工
学科
交通機械工学科
建設システム工
学科
環境創造学科
建築学科
平成23年4月か
ら、交通科学科
を交通機械工学
科へ名称変更。
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交通科学専攻

修士課程 2 16 - 32
修士
(工学)

1.46
平成14
年度

建設システム工学専攻

修士課程 2 20 - 40
修士
(工学)

0.70
平成14
年度

環境創造学専攻

修士課程 2 10 - 20
修士
(工学)

0.55
平成14
年度

建築学専攻

修士課程 2 16 - 32
修士
(工学)

1.28
平成14
年度

電気電子・情報・材
料工学専攻

博士後期課程 3 10 - 30
博士
(工学)

0.26
平成5年
度

機械工学専攻

博士後期課程 3 5 - 15
博士
(工学)

0.26
平成4年
度

社会環境デザイン工
学専攻

博士後期課程 3 5 - 15
博士
(工学)

0.20
平成4年
度

大学院農学研究科 〔基礎学部〕

農学専攻 農学部

修士課程 2 20 - 40
修士
(農学)

1.87
昭和48
年度

博士後期課程 3 5 - 15
博士
(農学)

0.26
昭和51
年度

大学院薬学研究科 〔基礎学部〕

臨床薬学専攻 薬学部

修士課程 2 - - -
修士
(薬学)

-
平成15
年度

薬学科(4年制)
医療薬学科(4年
制)

生命薬学専攻

修士課程 2 - - -
修士
(薬学)

-
平成15
年度

薬学専攻

博士後期課程 3 10 - 30
博士
(薬学)

0.50
昭和46
年度

大学院都市情報学研究科 〔基礎学部〕

都市情報学専攻 都市情報学部

修士課程 2 8 - 16
修士
(都市情
報学)

1.12
平成11
年度

都市情報学科

博士後期課程 3 4 - 12
博士
(都市情
報学)

0.41
平成13
年度

愛知県名古屋市
天白区塩釜口一
丁目５０１番地

生物資源学科
応用生物化学科
生物環境科学科

愛知県名古屋市
天白区八事山１
５０番地

平成２２年４月か
ら、学生募集停止
（臨床薬学専攻修
士課程・生命薬学
専攻修士課程）
平成23年3月31日
で在学生がいなく
なったため、廃止
手続予定。
（H23.5予定）

岐阜県可児市
虹ヶ丘四丁目３
番の３
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大学院総合学術研究科

総合学術専攻

博士前期課程 2 8 - 16
修士
(学術)

0.18
平成14
年度

博士後期課程 3 4 - 12
博士
(学術)

0.33
平成14
年度

大学院大学・学校づ
くり研究科

大学・学校づくり専攻

修士課程 2 10 - 20
修士(教
育経営)

0.60
平成18
年度

大学院法務研究科 〔基礎学部〕

法務専攻 法学部

専門職学位課程 3 40 - 130
法務博
士（専
門職）

0.93
平成16
年度

法学科
応用実務法学科

平成２２年４月
から、入学定員
減（50→40）

大 学 の 名 称 備　　考

既設学部等の名称
修業
年限

入　学
定　員

編入学
定　員

収　容
定　員

学位又
は称号

定　員
超過率

開　設
年　度

所　在　地

年 人 年次 人 倍

人

法学部 1.04

法学科 4 360 - 1,440
学士
(法学)

1.06
平成11
年度

応用実務法学科 4 170 - 680
学士
(法学)

1.01
平成11
年度

経営学部 1.14

経営学科 4 195 - 780
学士
(経営
学)

1.13
平成12
年度

国際経営学科 4 90 - 360
学士
(経営
学)

1.15
平成12
年度

経済学部 1.18

経済学科 4 185 - 740
学士
(経済
学)

1.17
平成12
年度

産業社会学科 4 100 - 400 学士
(経済
学)

1.20 平成12
年度

愛知県名古屋市
天白区塩釜口一
丁目５０１番地

　名　城　大　学

愛知県名古屋市
天白区塩釜口一
丁目５０１番地
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理工学部 1.06

数学科 4 85 - 340
学士
(理学)

1.10
平成12
年度

情報科学科 4 - - -
学士
(理学)

-
平成12
年度

情報工学科 4 101 - 404
学士
(工学)

1.15
平成16
年度

電気電子工学科 4 101 - 404
学士
(工学)

1.03
平成12
年度

材料機能工学科 4 67 - 268
学士
(工学)

1.08
平成12
年度

機械システム工学科 4 101 - 404
学士
(工学)

1.13
平成12
年度

交通機械工学科 4 91 - 364
学士
(工学)

1.05
平成12
年度

建設システム工学科 4 91 - 364
学士
(工学)

0.85
平成12
年度

環境創造学科 4 67 - 268
学士
(工学)

1.13
平成12
年度

建築学科 4 95 - 380
学士
(工学)

1.04
平成12
年度

工学系（1年次） 4 306 - 1,224
学士
(工学)

1.06
平成12
年度

農学部 1.20

生物資源学科 4 100 - 400
学士
(農学)

1.15
平成11
年度

応用生物化学科 4 100 - 400
学士
(農学)

1.20
平成11
年度

生物環境科学科 4 100 - 400
学士
(農学)

1.24
平成17
年度

薬学部

薬学科（６年制） 6 250 - 1,500
学士
(薬学)

1.07
平成18
年度

薬学部

医療薬学科（４年制） 4 - - -
学士
(薬学)

-
平成8年
度

薬学科（４年制） 4 - - -
学士
(薬学)

-
平成8年
度

都市情報学部

都市情報学科 4 200 - 800
学士
(都市情
報学)

1.11
平成7年
度

愛知県名古屋市
天白区塩釜口一
丁目５０１番地

・平成16 年4 月
から情報科学科を
募集停止。
平成23年3月31日
で学生がいなく
なったため、廃止
手続予定。
（H23.5予定）
・平成16 年4 月
から情報工学科を
設置。

平成23年4月か
ら、交通科学科を
交通機械工学科へ
名称変更。
・平成２０年度入
学試験から学科別
及び数学科を除く
８学科をひと括り
とした「系別募
集」を実施。（情
報工学科44 人、
電気電子工学科44
人、材料機能工学
科28 人、機械シ
ステム工学科44
人、交通機械工学
科39 人、建設シ
ステム工学科39
人、環境創造学科
28 人、建築学科
40 人）
・系別募集は、１
年次では、学科別
の配属がないた
め、系単位で算出
した。

愛知県名古屋市
天白区八事山１
５０番地

・平成18 年4 月
から薬剤師養成の
ための薬学教育6
年制への移行に伴
い入学定員を次の
とおり変更。
薬学部医療薬学科
125 （収容定員
500 名）薬学科
125 名（収容定員
500名）
⇒薬学部薬学科
(６年制)250 名
（収容定員1,500
名）

岐阜県可児市
虹ヶ丘四丁目３
番の３
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人間学部

人間学科 4 200 - 800
学士
(人間
学)

1.16
平成15
年度

愛知県名古屋市
天白区塩釜口一
丁目５０１番地

（注）・　本調査の対象となっている大学等の設置者（学校法人等）が，既に設置している全ての大学の

　　　　学部，学部の学科，短期大学の学科及び高等専門学校の学科について，大学，短期大学又は高等

　　　　専門学校ごとに，平成２３年５月１日現在の状況を記入してください。

　　　　（専攻科に係るものについては，記入する必要はありません。）

　　　・　認可申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。

　　　・　「定員超過率」には，標準修業年限に相当する期間における入学定員に対する入学者の割合の

　　　　平均の小数点第２位まで（小数点第３位を切り捨て）を，学科（短期大学において専攻課程を設置

　　　　している場合には，専攻課程）単位で記入してください。なお，学生募集停止を行った学科（短期

　　　　大学において専攻課程を設置している場合には，専攻課程）の記載は不要です。

　　　・　学生募集を停止している学部等がある場合，入学定員と収容定員は「－」とし，「備考」に「平成

　　　　○年より学生募集停止」と記入してください。
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備　　考

認　可　時　の　計　画 変　　更　　状　　況

担当授業科目名
氏　　名

（年　齢）

専任・

５　教員組織の状況

＜人間学研究科　人間学専攻（修士課程）＞

（１） 担当教員表

担当授業科目名
兼担・

兼任　

の別　

氏　　名
（年　齢）

職名 就任予定年月

専任・

兼任　

兼担・

の別　

職名 就任予定年月

専 教授
伊 藤 康 児

平成23年４月

人間学特別演習
※

教育人間行動学
特論

発達心理学演習
人間学特別研究

専 教授
伊 藤 俊 一

平成23年４月
歴史社会論特論

※
人間学特別研究

専 教授
一 ノ 谷 清 美

平成23年４月 英米文学特論※

専 教授
岡 戸 浩 子

平成23年４月

人間学特別演習
※

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ特別
演習

多文化共生特論
人間学特別研究

専 教授
神 谷 俊 次

平成23年４月

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ特別
演習

教育基盤開発学
特論

人間学特別研究

ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ社会学

該当なし。

専 教授
天 童 睦 子

平成23年４月

ｼ ｪﾝﾀ ｰ社会学
特論

教育社会調査
人間学特別研究

専 教授
船 田 秀 佳

平成23年４月
学外語学研修

人間学特別研究

専 教授
水 尾 衣 里

平成23年４月
都市文化環境学

特論
人間学特別研究

専 教授
宮 嶋 秀 光

平成23年４月

人間学特別演習
※

人間形成基軸論
特論

人間学特別研究

専 教授
村 田 泰 美

平成23年４月

言語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
特論

英語学特論
学外語学研修

人間学特別研究

専 准教授
安 藤 喜 代 美

平成23年４月

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ特別
演習

家族関係社会学
特論

教育社会調査
人間学特別研究

専 准教授
塩 﨑 万 里

平成23年４月

臨床教育心理学
特論

発達心理学演習
人間学特別研究
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専 准教授
西 村 善 矢

平成23年４月
歴史社会論特論

※
人間学特別研究

兼担 教授
和 田  実

平成23年４月 社会心理学特論

兼任　 講師
丸 山 哲 央

平成23年４月 人間社会ｼｽﾃﾑ特論

兼任　 講師
安 藤  潔

平成23年４月 言語学特論

兼任　 講師
神 尾 美 津 雄

平成23年４月 英米文学特論※

兼任　 講師
田 中 重 好

平成23年４月

社会ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
特論

公共性と現代社
会特論

（注）・認可申請書の様式第３号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　　　なお，当該設置に係る研究科等に所属しない教員であって，全学共通，学部共通などの授業科目を担当する教員組織に

　　　　所属している場合は，〈○○研究科　○○専攻（○○課程）〉の箇所を「共通」とし，表を分けて作成してください。

　　　・　後任が決まっていない場合には，「後任未定」と記入してください。

　　　・　辞任者は「備考」に退職年月，氏名，理由を記入してください。

　　　・　年齢は，「認可時の計画」には開設時現在の満年齢（科目就任時の満年齢ではありません）を，「変更状況」には

　　　　平成２３年５月１日現在の満年齢を記入してください。

　　　・　教員を学年進行中に変更した又は変更する予定の場合（「新規採用」，「担当授業科目の変更」又は「昇格」をいう。）は，

　　　　変更後の状況を記入するとともに，その理由，後任者が決まっていない場合は，「変更状況」の「氏名」に「後任未定」と記入し，

　　　　及び今後の採用計画を「備考」に記入してください。

　　　　　また，「専任教員採用等変更書（ＡＣ）」を提出し「可」の教員判定を受けている場合は「○年○月教員審査済」，変更書を

　　　　提出し，教員判定の結果が出ていない場合は「○年○月変更書提出済」，変更書を提出予定の場合は「○年○月変更書提出予定」と

　　　　記入してください。

　　　　　なお，設置認可審査時に教員審査省略となっている場合は，「備考」に「（教員審査省略）」及びその変更の理由，変更年度

　　　　（　）書き等のみを記入してください。

　　　・　専任教員を変更する場合は，当該専門教員が授業を開始する前に必ず「専任教員採用等設置計画変更書」を提出し，

　　　　大学設置・学校法人審議会による教員資格審査（AC教員審査）を受けてください。AC教員審査を受けずに専任教員として授業等を

　　　　担当することは出来ません。

（２） 専任教員数

認　可　時　の　計　画 変　　更　　状　　況
備　　　　　考

研究指導教員 研究指導補助教員 計 助　手 研究指導教員 研究指導補助教員 計 助　手

11 1 12 0

（　11　） （　1　） （　12　） （　0　） ［　　　　　］ ［　　　　　］ ［　　　　　］ ［　　　］

（注）・「認可時の計画」には，設置認可時に予定されていた完成時の人数を記入するとともに，（　）内に開設時の状況を記入し，

　　　　「変更状況」には，平成２３年５月１日現在（就任予定の者を含む）の状況を記入するとともに，［　］内に設置認可時の

　　　　計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

該当なし。
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（４） 専任教員交代に係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

該当なし。

　　　　

（注）・上記（３）の教員の辞任等による学生の履修等への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周知方法」を記入してください。

　　　　

（注）・設置認可時の計画からの専任教員の辞任等の理由について，可能な限り具体的に記入してください。

３

２

１ 該当なし。

（３） 専任教員辞任等の理由

番　号 職　位 専任教員氏名 辞任（就任辞退を含む）等の理由
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区　　　分 留　意　事　項 履　行　状　況
未履行事項について

の実施計画

認　　 可　　 時

（平成２２年１２月）

６　留意事項に対する履行状況等

１．「コミュニケーション
特別演習」のシラバスに関
して、本授業科目の目的
を、研究方法の習得ととも
に学生のコミュニケーショ
ン能力の向上に重点を置く
内容とするよう明確化し、
事前指導及び事前調査につ
いて、学生が自らの問題意
識を深化させた上で、学生
が調査先を設定できるもの
とし、現地調査について、
利害や立場を異にする関係
者へのインタビューのよう
な限定的なものとせず、自
らの問題意識を適切に展開
できる内容となるものと
し、評価の視点として、学
生のコミュニケーション能
力の向上が適切になされた
という評価項目を設定する
よう、その内容を改めるこ
と。

①本授業科目の目的について
本授業の目的については、研究
方法の習得とコミュニケーショ
ン能力の向上をともに実現する
授業の内容と方法をめぐり、設
置認可後も議論を重ねました。
まず、本研究科の人材育成目的
にも掲げるコミュニケーション
能力について、再補正申請にお
ける設置の趣旨及び必要性にも
記載しましたとおり、現代社会
における複雑で多面的な諸課題
を解決していく過程で、的確な
表現力や交渉力として発揮され
ることが強く求められるもので
ある、と改めて確認いたしまし
た。その上で、大学院における
授業科目の履修を通じて高めら
れるコミュニケーション能力と
は、あくまで学生が研究的な態
度を堅持し、これにもとづいて
展開されるコミュニケーション
の力量である、との認識にいた
りました。
さらに研究的な態度を基盤とす
るコミュニケーションに必要な
要素は、現代社会における諸課
題についての基本的かつ必須な
最小限度の理論的知識、および
諸課題について研究し、解決の
方策を見出そうとする真摯な問
題意識であると思料いたしま
す。すなわち、学生が理論的知
識を持たないまま現地調査に赴
いても、ただ質問を重ねるにす
ぎません。また、課題の解決に
ついての問題意識があればこ
そ、調査先の方々も学生に心を
開いてコミュニケーションを展
開してくださるものと期待され
ます。
以上の議論の経過から、事前指
導において学生の研究的な態度
を育むことにより、調査先での
コミュニケーションの実践が学
生のコミュニケーション能力の
向上を導く、との考え方に立
ち、事前指導の内容を統合・系
統化いたしました。
ただし、シラバスにおける各回
の授業内容としては、何を行う
か、を記載し、それによって何
を達成するか、については、学
生に十分説明することとしま
す。この授業は後期開講科目で
すが、受講の準備は前期から始
めており、学生には本授業の目
的、本授業により磨かれるコ
ミュニケーション能力、および
後に述べるコミュニケーション
能力の向上を評価する視点につ
いて、説明をしております。
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認　　 可　　 時

（平成２２年１２月）

②学生による調査先の設定につ
いて
学生のコミュニケーション能力
を、あくまで学生が研究的な態
度を堅持し、これにもとづいて
展開されるコミュニケーション
の力量と認識しますと、学生自
らが深化させた問題意識にふさ
わしい調査先を自身で設定する
ことが研究の遂行の面でも重要
である、との結論にいたりまし
た。
調査先設定のための具体的なや
りとりを想定しましても、調査
を依頼するその時点から、すで
に学生は調査（候補）先の方々
とのコミュニケーションを展開
する必要があり、このコミュニ
ケーションの過程で学生の理論
的知識と問題意識が問われるも
のと予想されます。
したがって、調査先の設定それ
自体は、シラバスにおいては事
前指導及び事前調査の段階に位
置づけていますが、コミュニ
ケーション能力向上の契機を含
みこみ、授業の目的とも整合す
る、との判断から、学生が自身
で調査先を設定できるように改
めました。
③現地調査の内容について
上記②とも関連しますが、学生
が自ら設定した調査先の課題は
多様であると想定され、つねに
利害や立場を調整することだけ
が課題の解決につながるとは限
りません。また、調査先におけ
る調査方法として、インタ
ビューがつねに最適とも限りま
せん。
したがって、現地調査の内容を
限定せず、学生の研究的な態度
を尊重し その問題意識を適切を尊重し、その問題意識を適切
に展開できることとしました。
④コミュニケーション能力の向
上を評価する視点について
学生のコミュニケーション能力
を、研究的な態度を堅持し、こ
れにもとづいて展開されるコ
ミュニケーションの力量と認識
しますと、その評価の視点は、
単に学生が調査先の方々とス
ムーズにコミュニケーションを
とれるようになった、話を聞き
出すことが上手になった、と
いったような日常生活における
コミュニケーションの力量の向
上にも当てはまるようなもので
は適切とはいえません。
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認　　 可　　 時

（平成２２年１２月）

　むしろ、調査先でのコミュニ
ケーションの実践により、調査
先の課題を理論的に対象化でき
るようになった、理論的知識の
重要性についての認識が高まっ
た、調査先の方々から課題の解
決に結びつく具体性の高い発言
を多く得ることができた、研究
により解決の方策を見出そうと
する問題意識が深まった、と
いった成果から評価する視点が
必要と考えられます。
大学院の役割のひとつに精深な
知識等を高めることが定められ
ている点から考えましても、学
生が理論的知識を深め、これを
足掛かりにして現代社会の諸課
題をより的確に対象化してとら
えられるようになることが重要
です。
シラバスには、コミュニケー
ション能力の向上の度合いを評
価する、とだけ明示しました
が、実際のコミュニケーション
能力向上の評価は、上記の成果
を評価指標として行います。学
生が提出した調査報告書、調査
報告会での学生の発表や質疑応
答の内容などにもとづき、3名
の担当教員がコミュニケーショ
ン能力向上の度合いをそれぞれ
評価し、その結果を持ち寄って
合議の上、決めることとしてお
ります。こうした評価の視点と
評価方法について、学生には十
分な説明を行いました。
以上のことから、研究科全体で
のPDCAの実質化を旨に、全ての
教育研究諸活動において、引き
続き、本研究科の理念・目的の
達成及び人材育成目的に適った
教育研究の推進に努めていきま
す （23）す。（23）

　　　　ください。

　　　・　該当がない場合には，「該当なし」と記入してください。

（注）・　「認可時」には，当該大学等の設置認可時に付された留意事項（学校法人の寄附行為又は

　　　　寄附行為変更の認可の申請に係る留意事項を除く。） と，それに対する履行状況等について，

　　　　毎年度，具体的に記入し，報告年度を（　　）書きで付記してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には，当該設置計画履行状況調査の結果，付された留意事項に対する

　　　　履行状況等について，毎年度，具体的に記入するとともに，その履行状況等を裏付ける資料を添付

その他意見
「社会コミュニケーション
特論」の名称については一
般的ではないため、改める
ことが望ましい。（例え
ば、「社会的コミュニケー
ション論」や「コミュニ
ケーションの社会学」が一
般的であると思われる。）

「社会コミュニケーション特
論」の名称について、例示いた
だいた候補のひとつを生かして
「社会的コミュニケーション」
に改めることにより、授業の概
要を学生に誤解なく、あるいは
追加説明の必要なく伝えられ
る、と考えられます。ただし、
名称変更は、完成年度以降に教
育課程の改正を行う機会に合わ
せて行うこととし、それまでは
学生へのオリエンテーションに
おいて、社会学を基礎とするコ
ミュニケーション理論について
深く学ぶ授業であることを追加
説明いたします。（23）

　　　　してください。

　　　・　定員管理に係る留意事項への履行状況については，指摘を受けた学科等についてのみ記入して
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認　可　時　の　計　画 変更内容・状況，今後の見通しなど

７　その他全般的事項

（１） 設置計画変更事項等

＜人間学研究科　人間学専攻（修士課程）＞

（注）・　１～６の項目により記入した事項以外で，設置認可時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

　　　・　認可申請書の「設置の趣旨等を記載した書類」の項目に沿って作成し，それ以外の事柄については

　　　　適宜項目を設けてください。（記入例参照）

該当なし。
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1）教育内容及び教育環境の改善に関すること

3）教員の資質開発を図るための組織的な研修に関すること

4）研究科FDワークショップ

1）教育内容、教育技法及びシラバスの改善審議

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ活動含む）

1）教育内容、教育技法及びシラバスの改善審議

2）学生の授業満足度アンケート

3）他大学研究科の指導方法の調査

②　実施状況

　ｂ　実施方法

FD計画案にもとづき、研究科教員全員が出席する研究科委員会の開催日時に合わせて教育内容、教育技法及びシラバス
の改善審議を行う。
初年度である今年度は、研究科の設置の趣旨についての教員の理解を改めて深めつつ、大学院の授業科目を初めて担当
する教員もいることから、大学院レベルの教育内容と教育技法について意見交換を行う。
次年度は修士論文研究の指導も改善審議のテーマに加える。
これらの改善審議の記録を残すとともに、研究科委員会における審議のうち、FD活動に該当する審議内容についても記
録する。

2）学生の授業満足度アンケート

　ａ　実施内容

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

　FD委員会の定期開催は前期・後期各2回とし、これに加えFD活動の実施の必要に応じ開催する。第1回委員会は5月下旬
に開催し、今年度のFD計画案を作成して、研究科委員会に提案する。また、後期に教員全員が参加してFD活動の見直し
と推進を図る研究科FDワークショップを開催するため、その実施案を作成して研究科委員会に提案する。

①　実施体制

　ａ　委員会の設置状況

4月初旬に研究科FD委員会内規を制定し、これにもとづき3名の研究科FD委員を選出した。

4）その他委員会が必要とすること

この委員会が主導して、基礎学部である人間学部と一体となってFD活動に取り組む。

　ｃ　委員会の審議事項等

2）教育技法の改善・向上のための具体的活動に関すること

3）他大学研究科の指導方法の調査

4）研究科FDワークショップ

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には，関係規程等を転載又は添付すること。

上記の活動に加え、今年度は入学生が2名と少なく、学生へのインタビューは不断に行っている利点も活かして、人間に
関するテーマを探究・展開できる研究能力とともに、総合的で柔軟な判断力、多元的・複雑化した社会で求められるコ
ミュニケーション能力、高い公共性と倫理性を備えた人材の養成に向けて、FD活動に取り組む。

3）他大学研究科の指導方法の調査

　　　　「②実施状況」には，実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

前期・後期の授業期間終了に近い時期に、学生が受講したすべての授業科目について授業満足度アンケートを実施する
としていたが、今年度は入学生が2名と少なかったため、アンケート調査に代えてインタビューを行う。FD委員が授業満
足度、指導教員による研究指導、学習・研究環境について学生から聴取し、回答を授業改善の資料として活用する。

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

教員全員が参加し、FD委員の主導により、学生指導の具体的な経過を題材として、教育内容、教育技法を検討する。研
究科が学生のコミュニケーション能力の育成を重視しているところから、今年度は授業におけるコミュニケーションを
テーマに教育内容、教育技法を検討する。
あわせて全学的なFD活動、教育支援事業、ハラスメント防止への取り組みについて理解を深める。

1）教育内容、教育技法及びシラバスの改善審議

今年度のFD計画案を5月下旬に決定（予定）した後、改善審議を開始する。教員全員が参加する。

2）学生の授業満足度アンケート

初年度である今年度は、下記の計画にしたがって活動を行う。

前期・後期の授業期間終了に近い時期に、開講科目を対象として，アンケート調査に代えてインタビューを行う。イン
タビューはFD委員の教員が行う。

人材育成目標に共通点を有する他大学研究科の指導方法を教員が調査し、その結果を授業改善の資料として活用する。

他大学研究科の指導方法を教員が調査し、FDワークショップにおいて報告する。

4）研究科FDワークショップ

11月（予定）に開催する。教員全員が参加する。
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②　自己点検・評価報告書

　ａ　公表（予定）時期

平成25年7月に公表（予定）

３．教育方法、履修指導、研究指導、授業の実施方法
新入生オリエンテーションにおいて、本研究科の理念、目的、教育課程と修了要件、各授業科目の概要、および修士論
文研究の指導プロセスについて詳細に説明した。学生は必修科目および本研究科の「専門科目」群を構成している〈心
理〉、〈社会・教育〉、〈国際・コミュニケーション〉という3分野にまたがる科目を履修している。修士論文研究につ
いても、指導教員に加えて2名の分野を異にする副指導教員を配置し、学生の研究計画の策定に向け指導を行っている。
なお、教育内容について留意事項とされた点については「履行状況」に記載したとおり改善し、学生に説明している。

４．学生の受入れ
本年度入学試験においては、出願者2名、合格者2名であり、入学定員の8名を充足できなかった。この要因として、本研
究科の人材育成目標と教育課程の特色について十分周知できなかったことが考えられる。入学定員を充足するため、今
回の反省を踏まえ、本年度以上に、基礎学部である人間学部の学生と卒業生、および他大学に向けてホームページや紹
介パンフレットを用いて広報を行う。さらに、年度始めに、本学の人間学部4年生を対象としたガイダンス時に、本研究
科の人材育成目的と教育課程編成について説明を行った。また、9月中旬に出願を念頭におく学生に本研究科の特色をア
ピールし、どのような学習・研究活動を経て社会が求める力量を高め、どのような仕事に進出するか、より具体的で明
確なイメージを持てるよう説明会を開催する予定である。

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

１．人間学研究科の教育研究上の理念、目的
人間学研究科は、到来しつつある「知識基盤社会」において、絶えず進展する知識･技術を、社会生活の中に公正かつ有
効に生かし、そこに多様な人々が参画できる新しい活動を創出していくことのできる人間、そのような意味で新たな
キャリアを開拓していく「高次の実践的教養人」を育成することを理念、目的としている。この理念、目的を達成する
ために①心理、社会・教育、国際・コミュニケーションの3分野から構成され、ＰＢＬ学習など双方向で運営される特論
科目 ，②3分野相互の関連性の理解や共通する研究方法、コミュニケーションの修得を目指す1年次の共通科目「人間学
特別演習」「コミュニケーション特別演習」 ③体験による学習活動を中心とする3分野それぞれの関連科目 ，④修士論
文のための研究を行う科目「人間学特別研究」 を重点として教育課程を編成し、学生に対し教育・研究を行っている。

２．教育課程の編成の考え方及び特色
本研究科の教育課程は、「共通科目」、「専門科目」、「関連科目」、「研究指導科目」からなり、1年次から2年次に
かけて複数の授業科目を必修科目から選択科目へ、各分野の導入的な科目から発展的な科目へと段階的に履修できる体
系的な構成としている。また、本研究科の「専門科目」群は、今日の人間研究一般にとって不可欠な〈心理〉、〈社
会・教育〉、〈国際・コミュニケーション〉の3分野から構成し，設置計画に沿って教育課程に基づき教育研究を実施し
ている。

（３） 自己点検・評価等に関する事項

　　　　また，「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については，できるだけ具体的な根拠を

　　　　含めて記入してください。

　　　　　なお，「②　自己点検・評価報告書」については，当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

　　　　いて記入してください。

③　認証評価を受ける計画

本学は2009(平成21)年3月12日付で、財団法人大学基準協会から「本協会の大学基準に適合していると認定する。認定の
期間は2016（平成28）年3月31日までとする。」との認定を受けた。その後、当初予定より早期であるが、「提言に対す
る改善報告書」を取り纏めるなど、段階的に教育研究の質保証を旨として具体的な改善に取り組んでいる。その取り組
みについては、学内で設置している大学評価委員会を起点に進捗状況を共有している。これらの状況を踏まえ、現在、
次期認証評価に対応する自己点検・評価活動のあり方について検討の準備を進めている。

（注）・　設置認可時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

平成 年 月 表（予定）

　ｂ　公表方法

自己点検・評価報告書を刊行し、学内各部署、修了生・在学生、希望者等に配布する。また、この内容を上記時期に大
学のホームページ上に公開する。

本研究科の設置の趣旨・目的をはじめ、研究科における教育研究諸活動、運営体制の適切性などについて、第一期修了
生を送り出した後、平成25年10月を目途に、本研究科独自の外部委員による外部評価を実施する予定としている。その
体制については、研究科長を委員長としたマネジメント体制の下で推進することとし、学生と教員の対話型の点検・評
価の実施、修了者の満足度の検証も行う予定である。
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（注）・「ｃ」において「承諾する」場合，文部科学省のホームページにてリンク先を掲載しますので，大学等の

　　　　トップページではなく直接リンクする先を「ｄ」に記入してください。

　　　　メールにてご報告ください。

　　　　　　　件名は「【調査係あて】AC報告書等HPリンク先（○○大学）」としてください。
　　　　　※大学設置室メールアドレス ： d-secchi@mext.go.jp

　　　　　なお，「ｄ」のリンク先のアドレスが未定の場合は，決まり次第，文部科学省高等教育局大学設置室あてに，

（４） 情報提供に関する事項

　d　上記で「承諾する」を選んだ場合、そのリンク先のアドレス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（http://www.　　未定　　　　 ）

　ｃ　文部科学省ホームページから、貴学ホームページの「設置計画履行状況報告書」掲載ページへのリンク

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　承諾する　・　承諾しない　　）

　ａ　ホームページに公表の有無　　　　　　　　　（　　　有　　　・　　無　　　　）

　ｂ　公表時期（未公表の場合は予定時期）　　　　（　平成２３年　５月　末日　　）

○　設置計画履行状況報告書
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